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研究成果の概要： 

わが国での社会的企業に関する議論は，社会起業家の個人的功績や「ビジネス」の側面を強

調する傾向があり，社会的企業を支える公共政策のあり方にまで言及することはほとんどない。

本研究は EMES 研究グループの「社会的企業と公共政策との関わり」という視角から，韓国の社

会的企業や日本の障害者雇用に取り組む社会的企業について調査研究を行った。その結果，社

会的企業を市民社会側と政府側からの多様なロジックの交錯する場として捉え，それらのロジ

ック間の摩擦を解決していく中で望ましい公共政策を形成していくのが適切であるとの結論に

達した。 
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１．研究開始当初の背景 
 近年，ヨーロッパやアメリカに次いで，

わが国でも社会起業家や社会的企業という

用語がアカデミズムやマスメディアの世界

で語られる機会が増えている。いずれの国で

もこれらのタームは，非営利組織が社会問題

の解決にあたり，活動収入を公的な補助金よ

りも事業収入に頼る傾向を示し始めている

という現象と関わって用いられている。とこ

ろが，アメリカの議論では，NPO と一般の企

業とがお互いに接近し始め，両者の特徴を兼
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ね備えるような組織が生まれつつあると捉

えるのに対して，ヨーロッパでは NPO と協同

組合とのハイブリッド的な組織が生まれつ

つあると捉える。わが国の議論は前者のアメ

リカの議論の影響が強くて，ともすればビジ

ネスの側面が強調され，あたかも社会的企業

が公的支援の仕組みもなしに事業収入だけ

で独り立ちしていけるかのようなイメージ

が醸し出されている。しかし，実際には社会

的企業は，いずれの国でも政府の福祉改革や

雇用プログラムと関わって発展してきてお

り，社会的企業は来るべき福祉社会における

公共部門と社会的企業との役割分担の問題

を提起していると考えられる。 

 
 
２．研究の目的 
 本研究では社会的企業を，なんの公的な施

策あるいは制度とも無関係に，社会起業家が

ある社会的課題にイノベイティブに取り組

むことから生まれてくる事業体として捉え

たり，あるいはまたサードセクター組織によ

る自発的な活動の中から生まれてくる事業

体として捉えたりするのではなく，ヨーロッ

パの EMES グループによるアプローチを採用

し，むしろ公共政策との深い関わりの中で登

場してくるものとして捉える。この視角から， 

(1) まず，全体の基礎的な作業として日本

の社会的企業の類型化を考える。その上で，

典型的なケースの実態調査を始める。 

(2)日本の社会政策の中で，社会的企業が

どのように位置付けていくことができるの

か，最近の「社会的排除／包摂」に関する研

究を材料に検討する。 

(3)ガバナンス論の視点から，社会的企業

の提起している「公共部門と市民セクターと

の新たな関係」を検討する。 

 
 
３．研究の方法 

以上のような研究目的を達成するために，

本研究では次のような方法の下に研究を行

ってきた。 

(1)ヨーロッパの EMESグループの社会的企

業論を，「社会的企業の類型化」ならびに「社

会的企業と公共政策との関わり」という観点

から再検討した。また，研究期間中に，韓国

で社会的企業育成法が制定されるという新

たな事態が生じたので，急遽，研究計画を一

部修正して韓国の現地調査を行い，「社会的

企業と公共政策との関わり」という論点を韓

国のケースにも当てはめて検討した。 

(2)以上の検討と並行して，日本の社会的

企業の類型化を検討し，同時に，調査対象と

してふさわしい分野の社会的企業を確定し，

「社会的企業と公共政策との関わり」という

視点に留意して実態調査を始めた。具体的に

は，滋賀県で障害者の就労の問題に「ともに

働く」というコンセプトをもって取り組んで

いる団体（共同連傘下の団体）の実態調査を

始めた。 

(3)以上の検討・考察を踏まえて，「社会的

企業と公共部門との役割の分担」に関する示

唆を引き出す。 

 
 
４．研究成果 

 (1) ヨーロッパの EMES の議論において

も韓国の法律の組み立て方においても，社会

的企業の活動領域は二つに大別されている。

一つは，ハンディキャップあるいは社会の偏

見などのために就労が難しい人たちへの就

労支援・仕事づくりであり，もう一つは，地

域で暮らし続けていくのに必要な福祉サー

ビスや輸送サービスなどのコミュニティサ

ービスの提供である。しかし，イギリスの社

会的企業の事例にみられるように，過疎地域

や衰退地域などの条件不利地域での暮らし

を支えていくための仕事づくりの分野（地域



 

 

再生）も含めて，社会的企業の主な活動領域

として設定するのが日本の文脈においては

妥当であると考えられる。とくに，経済産業

省の推進しようとしているコミュニティビ

ジネスはこのような地域再生の分野の社会

的企業と重なるところが多いと考えられる。 

(2) ヨーロッパの研究者による就労支援

分野の社会的企業の分析やまた韓国の社会

的企業育成法の立法化に至るプロセスを検

討してみても，また滋賀県で障害者の就労に

取り組む「社会的事業所」と国レベルでの自

立支援法との交錯を見ても，社会的企業は，

一方での市民グループによる社会問題への

草の根の取り組みと，もう一方での当該問題

に関する政府のさまざまな対策・政策との間

の矛盾を内包した交錯から生成してくる，あ

るいはそれは両者の軋轢の空間の中に置か

れているものとして捉えるのが妥当である

と考えられる。そのインプリケーションは，

社会起業家やサードセクター組織が公的部

門との関わりもなしに自律的に活動するな

かから社会的企業は形成されていくと捉え

るアプローチも，あるいはその形成において

公的部門が果たす役割を認めるとしても，そ

れをこの事業体の形成を側面から支えるこ

とにあると調和的にみる見方も，ともに見直

す必要があるのではないかということにあ

る。 

(3) ヨーロッパの就労支援分野の社会的

企業の研究から見えてくるのは，政府が社会

的企業を推進する場合に「雇用の創出」とい

うロジックが強く押し出され，これと「草の

根」から起こされていく社会的企業に含まれ

る市民どうしの連帯のロジックとが軋轢を

生みうるという点である。しかし，韓国の検

討から明らかとなるのは，政府が社会的企業

を後押しするロジックには「福祉から労働

へ」というロジックも存在することであり，

それが市民どうしの連帯のロジックと軋轢

を生む可能性もあるということである。さら

に，このような視点から改めてヨーロッパの

経験を見直して見てみると，政府が社会的企

業を後押しするロジックには，イギリスの事

例から，この他にも「公共サービスの刷新」

とでも呼べるロジックがあると考えられる。 

(4) 以上のような検討から，政府ならびに

市民団体のさまざまなロジックの交わりの

中から社会的企業は形成されていくものだ

とすると，現代の日本では（条件不利地域で

の）「雇用の創出」というロジックと市民の

側からのロジックとの交錯から社会的企業

が一定の展開を見せていく可能性が高いの

ではないかと推測される（上述の経産省によ

るコミュニティビジネスの推進）。 

(5) それゆえ，本研究の企画段階で立てた，

公共部門が社会的企業を「応援する」との調

和的な想定に立つような「公共部門と市民セ

クターとの役割分担」という問題の設定より

も，政府の掲げるロジックと市民団体の側の

掲げるロジックとの間の衝突が具体的に公

共政策にどのような形で現れるのかという

問題設定のほうが現状では的確であると考

えられる。たとえば，現在すでに行政からの

NPO への委託事業の在り方，協働のあり方な

どが議論されているが，そのような課題は事

実上このような問題設定に立っているもの

と考えられる。 

(6) 以上の考察から，社会的企業を市民社

会と政府の両方の側からの多様な「ロジック

の束」としてみる見方が仮説として導かれる

が，このアプローチの妥当性はまだ十分に検

証されたものとは言い難い。この仮説の妥当

性の検証は今後の課題として残る。と同時に，

その仮説の適否に関わらず，市民の側から押

し進められる社会的企業と公共政策との間

には実際に摩擦があり，その対立点について



 

 

具体的に体系的に検討しておくこともまた

今後の課題として残る。 
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